










































傷害、強制猥褻、強姦といった刑法犯に当たることも多いであろう身体的虐待（平成 20年度 16,343件から平成 27年度に
は 28,611件へと約 75%増）や性的虐待（同年度間で 1,324件から 1,518件と約 15%増）も増加する傾向にある。しかし、こ
の傾向は日本全体の犯罪件数の変化とは異なっている。平成 20年に約 183万件を記録した認知件数は、平成 26年には約





と 27年を比較して、夫婦のみの世帯は約 1,024万世帯から約 1,072万世帯に、子供とひとり親の世帯数は約 452万世帯から































ような行動をとることが多いとされる（Goodman-Delahunty and Crehan 2015）。さらに、DV事案については、起訴や有罪判
決に至る割合が他の同様の刑事事案と比較して低いことが指摘されている（Dutton 1987, Sherman 2000, Garner and Maxwell 
2008）。その理由の一つは、証拠の採集が不充分であることだとされる（Devine, Clayton, Dunford, Seying & Pryce 2001, 

















としては、DV事案や児童虐待事案における虚偽の申し立ての多さがあるとされるが（Johnston et al. 2015）、虚偽の申し立
ての頻度については極めてまれとする研究もあれば（Behre 2015, Bolotin 2008）、他の刑事事案と比較して一般的とする研
















られるとおり暴力を認める余地を残しているとも考えられる。しかし、民法の一部改正（平成 23年法律第 61号、平成 24
年 4月施行）により、懲戒権は「子の利益のために」なされる監護および教育の範囲に限定されることとなり、少なくと
も近年制限される方向に向かっていると考えられる。また、日本においては、「民事不介入」原則、つまり警察は民事紛争






いては、生活安全局および刑事局の連名で発出された、平成 28年 4月 1日付警察庁丁少発第 47号、丁生企発第 196号、丁















からの暴力事案に係る対応要領を定めた、大阪府警察平成 14年 12月 18日例規（生総・府民・地総・刑総）第 104号、改
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